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  <2002年度>

人口 10億5,500万人   財政会計年度 ４月～３月

　(日本の約８倍）   為替制度 完全変動相場制

一人当たりＧＤＰ  437ドル 　通貨   インド・ルピー

産業構造(GDP構成比)  １次産業 23.0％ １米ドル＝48.61ルピー

２次産業 26.4％

３次産業 50.6％

   面積 329万k㎡ (日本の約９倍)

 経済成長率
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＜インド経済のこれまで＞

 

＜2003年度の経済＞ 

2003年度の経済成長率は、６％程度となる見込みである（政府見通し6.0％、民間機関６社の

平均6.3％（2003年10月時点））。民間機関の見通しは、半年前（2003年４月時点5.6％）に比べ

て上方修正されている。2003年度の経済をみると、2002年度の経済不振をもたらした天候不順

（干ばつ）が解消し、農業生産が順調に回復しつつある。農業生産の回復に伴って農村部の購

買力が向上し、工業製品への需要拡大が今後見込まれることから、工業生産はこのところ堅調

に増加している。輸出は、為替レートの増価もあって今のところ伸び悩みをみせているが、年

度後半にはソフトウェアを中心に回復が見込まれている。 
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92～01年 2002年 2003年 2004年 実質GDP見通し
政府 政府 ADB ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 5.5 4.3 6.0 － 2003年
　農業 同上 2.2 ▲ 3.2 － － 6.0 5.6
　製造業 同上 5.4 6.1 － － 平均 6.3
鉱工業生産 同上 5.8 5.0 － － 最大 7.0
消費者物価 同上 6.8 3.7 － － 最小 5.8
失業率 ％ － － － －
経常収支 億米ドル ▲ 33.7 46.9 － － 2004年

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 1.0) ( 1.0) － － 6.3 5.9
財政収支 億米ドル ▲ 224 ▲ 279 － － 平均 6.2
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 5.8) (▲ 6.5) － － 最大 6.6
政府債務残高 億米ドル 2037 3111 － － 最小 6.0
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 57.2) ( 67.4) － －

(備考)1．インド財務省"Economic Survey 2002-2003"(2003年３月)、インド統計局、インド準備銀行。見通しのＡＤＢは、
　　    　"Asian Development Outlook  Update"(2003年９月)、ＩＭＦは"World Economic Outlook"(2003年９月)による。
          2．年の数値は年度ベース。例えば2002年については2002年４月～2003年３月。

インドの主要経済指標

（３社）

 

 

＜2004年度の経済見通し＞ 

2004年度の経済成長率は、５～６％程度となる見込みである（民間機関３社の平均6.2％（2003

年10月時点））。 

成長を支える要因としては、農業生産の増加及び為替レートの安定による輸出の増加等から

投資や工業生産が回復することが挙げられる。 

下方リスクとしては、規制緩和等構造改革の遅れによる外国からの投資の停滞、財政赤字削

減が当初予定ほど進捗しない場合の財政支出の抑制等が懸念される。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

財政政策をみると、2003年度予算の執行に必要な税制改正を中心とする新たな財政法が４月

に成立した。主な内容は、(1)間接税関連でＩＴ産業用資本財の関税引下げ、パーム油の関税引

下げ等、(2)直接税関連で長期キャピタルゲイン税の一部企業の無税化、経済特区内企業に対す

る免税措置等、(3)サービス税の引上げ（５％→８％）とその対象分野の拡大等からなっている。

また従来の売上税に代わって４月１日から実施することになっていた付加価値税は、一部の州

の足並みがそろわず当分の間延期されることになった。５月には慢性的な財政赤字を改善しマ

クロ経済の安定化を図るための財政再建法が成立した。これにより2007年度までに予算全体の

うち経常収支部分について赤字を解消し、収支を均衡させることが義務付けられた。同じく５

月に投資家保護と企業統治の健全化をめざした会社法が改正された。主な内容は、取締役の増

員及び年齢（上限）制限の導入や配当に関する透明性の向上等である。 

金融政策については、準備銀行が４月に2003年度の金融政策の概要を公表した。それによる

と、(1)バンクレートを0.25ポイント引下げ6.0％とする(４月実施)、(2)現金準備率を0.25ポイ

ント引下げ4.5％とする(６月実施)、(3)為替変動によるリスクをヘッジするための先物為替予

約を外国人投資家に認める、などとなっている。為替レートは、このところ経常収支の黒字が

続いていることなどから増価している。2003年10月中旬現在１ドル＝45.4ルピーとなった。 

 

 2


	12インド　India

